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 研究要旨 
全国の児童発達支援センター及び児童発達支援事業所を対象に、未就学（７歳未満）の盲ろう児の
障害実態と提供されている療育の内容について調査・分析を実施した。1431施設（有効回答率：
32.9%）より回答が得られた。約半数は聴覚の程度が不明であり、補聴器等の活用に課題が推測され
た。また、聴覚音声による意思疎通が困難な児に対する、代替的な意思疎通手段に関する療育支援項
目の割合は低い。盲ろう児への療育の機会を促進していくことが喫緊の課題である。 

 
研究協力者氏名・所属研究機関名及び所属研究機関における職名 
 
 
Ａ．研究目的 
視覚聴覚二重障害児（盲ろう児）は、複数の

障害を合併し、発達過程での基礎的発達につい
ての専門的支援体制の整備が課題とされてい
る。そこで、全国の児童発達支援センター及び
児童発達支援事業所を対象に、未就学（７歳未
満）の盲ろう児の障害実態と提供されている療
育の内容について調査した。 

 
Ｂ．研究方法 
全国の児童発達支援センター及び児童発達支

援事業所（4,349 ヶ所）を対象に郵送による質
問紙調査を実施した。在籍する盲ろう児の人数
や年齢、障害状況、意思疎通方法とともに提供
している療育の項目、機関の種別、職員の在籍
状況等を質問項目とした。 

 
Ｃ．研究結果 
１）個人属性：1431施設（有効回答率：
32.9%）より回答があり、112施設において合
計217名の盲ろう児が在籍していた。このうち7
歳未満児143名を分析対象とした。対象児は平
均4.1歳±1.6、合併する障害は知的障害
（90.1%）、肢体不自由（79.6%）で、医療的
ケアは半数（55.9%）で必要としていた。感覚
二重障害の組合せは、弱視・難聴が最も多く
（47.1%）、全盲・難聴（3.6%）、全盲・全ろ
う（1.6%）、弱視・全ろう（0％）であった。

聴覚障害程度不明児は47.8％であり、視覚障害
程度不明児31.9％より多かった（p＜0.001）。
最も円滑な発信方法は泣き声・表情56.6%、身
振りサイン11.9%と過半数が前言語期にあり、
言語使用は8.4％にすぎなかった。受信方法は
聴覚41.3%が最多で、特にない14.7%の順であ
った。 
２）在籍機関：児童発達支援事業所53.1%、医
療型児童発達支援センター29.4%、福祉型児童
発達支援センター17.5%であった。言語聴覚士
が配置されている機関に在籍する児の割合は
42.0%に対し、理学療法士68.5%、作業療法士
63.6%であった。 
３）療育内容：排泄82.5%、更衣76.9%、移動
76.2%の順で多く、言語聴覚士が関連する療育
内容は摂食60.1%、嚥下42.7%といった生命・
生活維持の内容が多く、会話に関しては発話
18.9%、聴覚活用35.0%、その他の意思疎通手
段40.6%であった 
 
Ｄ．考察・結論 
本調査で把握された児童発達支援機関に在籍

する７歳未満の盲ろう児については、約半数は
聴覚の程度が不明であり、補聴器等の活用に課
題が推測された。また、聴覚音声による意思疎
通が困難な児に対する、代替的な意思疎通手段
に関する療育支援項目の割合は低い。盲ろう児
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への療育の機会を促進していくことが喫緊の課
題であるといえる。 

 
Ｆ．研究発表（学会発表） 
前田晃秀・廣田栄子 2018 視覚聴覚二重障害
児（盲ろう児）の療育の実態に関する検討：
児童発達支援施設等全国調査 AUDIOLOGY 
JAPAN, 63(5), 521 
 
                                            
                  
 
 


